
Ver.28.00

（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

272132 大阪府 泉佐野市 - - 20.9 176.2

団体区分 3.市

平成27年度 － － 22.4 191.6

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 12.28 17.28 25.0 350.0

22,315,517 1,111,802 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

22,148,298 1,335,942

（+167,219）

総括表① 健全化判断比率の状況 （平成28年度決算） 



Ver.27.00 Ver.28.00 団体名

（単位：千円）

会　　計　　名 平成27年度 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 平成27年度 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 52,844 55,171 0.2 水道事業会計 1,069,082 1,281,784 5.7

公共用地先行取得事業特別会計 0 0
病院事業債管理特別会計 0 0

一
法

般
適

会
用

計
企

等
業

小　　　計 52,844 55,171 0.2

標準財政規模 22,148,298 22,315,517 100.0

実質赤字比率　（％） -0.23 -0.24 ※

下水道事業特別会計 0 0
会　　計　　名 平成27年度 実質収支額

国民健康保険事業特別会計 234,394 181,350 0.8

介護保険事業特別会計 134,443 271,292 1.2

後期高齢者医療事業特別会計 14,017 7,069 0.0 法

非

適

用

企

業

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 1,504,780 1,796,666 8.1

標準財政規模（再掲） 22,148,298 22,315,517 100.0

連結実質赤字比率　（％） -6.79 -8.05 ※
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総括表② 連結実質赤字比率等の状況 （平成28年度決算） 



団体名

A B

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫
元利償還金の額
（繰上償還額等
を除く）（３③
Ａ表「元利償還
金」欄の数値を
転記）

積立不足額を考
慮して算定した
額（３①表
「エ」欄の数値
を転記）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）（３①表
「ウ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

特定財源の額
（３③Ａ表「特
定財源計」欄の
数値を転記）
(住宅使用料、消
防負担金、都市
計画税充当可能
額、病院公債費
負担額など）

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費（準元利
償還金に係るも
のに限る。）

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額（準元利償
還金に係るもの
に限る。）

平成26年度 8,935,217 1,290,283 1,246 25,769 2,602 2,938,986 251,558 162,401 1,550,578 518,872

平成27年度 8,689,669 1,252,935 5,358 27,289 6,466 2,934,020 226,264 183,027 1,569,654 494,774

平成28年度 7,792,430 1,301,443 43,886 28,445 970 2,448,119 211,239 205,397 1,656,090 497,687

平成25年度 8,909,263 1,309,385 2,051 2,080 1,568 2,831,408 287,474 142,104 1,427,419 564,475

差額（28-25） △ 1,116,833 △ 7,942 41,835 26,365 △ 598 △ 383,289 △ 76,235 63,293 228,671 △ 66,788

C

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱
密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金

密度補正により
基準財政需要額
に算入された準
元利償還金（地
方債の元利償還
額を基礎として
算入されたもの
に限る。）

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債
発行可能額

地方財政法第５
条の３第４項第
１号の規定に基
づき総務大臣が
定める額
（特別区のみ記
入）

平成26年度 527,384 4,916 19,724,253 816,962 1,380,287 平成26年度 22.74658

平成27年度 532,946 6,451 19,800,288 1,012,068 1,335,942 平成27年度 21.08462

平成28年度 505,472 2,918 20,178,309 1,025,406 1,111,802 平成28年度 18.92346

平成25年度 505,292 2,298 18,935,491 1,215,433 1,703,776 平成25年度 23.58640 Ａ－B 平成27年度　22.4

差額（28-25） 180 620 1,242,818 △ 190,027 △ 591,974 C－B

（参考） （単位：千円）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに独立行政法
人森林総合研究
所、独立行政法人
水資源機構及び独
立行政法人環境再
生保全機構の行う
事業に対する負担
金（省令第７条第
３号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

損失補償又は保証
に係る債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
６号）

地方公共団体以外
の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当該債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
７号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第８号）

利子補給に係るも
の（政令第12条第
４号）

A
(①～⑦－⑧)

B
（⑨～⑭）

C
（⑮～⑰）

平成26年度 22,596 3,173 7,316,131 3,015,709 21,921,502

平成27年度 22,596 4,693 7,047,697 3,013,116 22,148,298

平成28年度 22,596 5,849 6,719,055 3,078,803 22,315,517

平成25年度 596 1,484 平成25年度 7,392,939 2,929,062 21,854,700
-673,884 149,741 460,817

20.9

⑥の内訳

泉佐野市

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）

総括表③ 実質公債費比率の状況（平成28年度決算） 



Ver.28.00
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社
地方独立行政法

人・第三セクター等

74,952,916 223,909 18,621,530 552,002 5,488,027 4,554,792 0 3,061,742 1,493,050 0 0

（分母比） 390 1 97 3 29 24 16 8

平成
27年度

87,462,623 247,609 19,359,013 456,752 5,351,799 4,227,277 0 3,239,263 988,014 0 0

充当可能財源等
（単位：千円）

水道事業会計 0

下水道事業会計 18,621,530

うち都市計画税

9,154,817 20,243,520 12,447,301 41,094,566

（分母比） 48 105 65 214

平成
27年度

18,469,109 20,965,855 12,891,410 41,006,823

平成
27年度

543 366 176

116 16 100

平成
27年度

△ 15.4

大阪府泉佐野市

地方債の現在高
債務負担行為に

基づく支出予定額
公営企業債等
繰入見込額

組合
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等

負担見込額

連結実質
赤字額

組合連結実質
赤字額負担見込額

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要額
算入見込額

117,105,073 80,441,787 36,663,286

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

104,393,176 70,492,903 33,900,273 将来負担比率　（％）

176.2

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ
191.6

22,315,517 3,078,803 19,236,714

22,148,298 3,013,116 19,135,182

― 

総括表④ 将来負担比率の状況 （平成28年度決算） 

― 

＝ ＝ 



Ver 28.00

資金不足比率等に関する算定様式

(14)　合計

２①表　公営企業会計に係る資金不足額等 1,281,784 → → → → → 5.7

法適用企業 ↑ （単位：千円）

(1) 　 (3) (6) (7) (8) (9) (10) (12) (13)

a-b-c-d-e-f
(-g)

流動負債 a
控除企業債

等
b

控除未払金
等
c

控除額
d

控除引当金
等
e

PFI建設事業
費等 f

h-i-j +k(-l)
流動資産

h
控除財源

i
控除額

j
貸倒引当金

 k

土地評価差
額

l  （宅造）

令３条１項の
額・令４条の

額

解消可能資
金不足額

資金不足額・
剰余額（連結
実質赤字比

率）

資金不足額
（資金不足比

率）

営業収益の
額-受託工事

収益の額

事業の規模
(10)or(11)

繰越欠損金

泉佐野市 22,315,517 水道事業会計 343,443 862,243 496,580 22,220 1,625,227 1,593,526 0 31,701 - ▲ 1,281,784 0 1,281,784 - 2,605,301 2,605,301 - 0 5.7

２①表　公営企業会計に係る資金不足額等

法非適用企業

(1) (3) (3') (3") (5) (6) (7) (8) (9) (10) (12)

歳出額
s-t1-t2-t3-

t4-t5+t6
歳入額 s

継続費逓次
繰越額 t1

繰越明許費
繰越額 t2

事故繰越繰
越額 t3

事業繰越額
t4

支払繰延額
t5

未収入特定
財源 t6

うち事業繰越
等にかかるも

の t6'
繰上充用金

土地収入見
込額 （宅造）

長期借入金
（宅造）

令３条１項の
額・令４条の

額

解消可能資
金不足額

資金不足額・
剰余額（連結
実質赤字比

率）

資金不足額
（資金不足比

率）

営業収益の
額-受託工事

収益の額

事業の規模
(10)or(11)

泉佐野市 22,315,517 下水道事業特別会計 6,573,499 5,157,703 5,157,734 32,800 32,769 1,415,765 - 1,415,796 3,129,726 0 - 2,699,103 2,699,103 - *** -

市区町村名
等

標準財政規模
x

特別会計名

市区町村名
等

標準財政規模
x

資金不足比
率 (9)/(12)

（％）
特別会計名

資金不足比
率 (9)/(12)

（％）

標準財政規
模比 (8)/x

（％）

標準財政規
模比 (8)/x

（％）


